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１． 目的  

容積率制限は、用途地域の指定と併せて、建築物の用途に応じた密度規制
により、地域で行われる各種の社会経済活動の総量を誘導し、これにより、 

①採光、通風等の市街地環境を確保するとともに、  
②建築物と道路等の公共施設とのバランスを確保する  

ことを目的として行われる。  
 

〔内容〕 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
２． 建築物への適用  

実際の建築物に適用される容積率制限は、都市計画で定めるもの(指定容
積率 )と、前面道路の幅員により定まる容積率(前面道路幅員による容積率
制限)のうち、小さい数値が適用される。  

（指定容積率） 

用途地域 容積率（%） 
第一種・第二種低層住居専用地域 50 60 80 100 150 200 
第一種・第二種中高層住居専用地域 100 150 200 300 400 500 
第一種・第二種住居地域、準住居地域、 
近隣商業地域、準工業地域 

100 150 200 300 400 500 

工業地域、工業専用地域 100 150 200 300 400 

商業地域 200 300 400 500 600 700 
800 900 1000 1100 1200 1300 

（前面道路幅員による容積率制限） 

住居系用途地域 前面道路幅員(m) × 0.4（0.6を選択可） 
非住居系用途地域 前面道路幅員(m) × 0.6（0.4、0.8を選択可） 

（注）下線部分は平成１４年法改正で追加。 

 

 

Ⅰ．容積率制限の内容 

敷地面積 延べ面積  × 100 ＝ 容積率（%）  ÷  

100% 200% 

100% 

道路幅員4m   4×0.6=240% 道路幅員4m   4×0.4=160% 

非住居系用途地域の場合の例 住居系用途地域の場合の例 
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Ⅱ．主な容積率緩和制度の仕組み

①用途別容積型地区計画（平成２年創設）

実績：１９地区（平成１４年３月３１日現在）

都心部の住商併存地域において、住宅供給の促進を図るため、地区計画

の区域内において、住宅に係る容積率の引き上げを行うもの。

対象地域：地区計画が定められている地域

緩和事項：容積率 （住宅について１．５倍以内の容積率割増）

イメージ図
住宅の割合に応じて

容積率の特例を定め

た場合の例

ベースの用途地域

住宅部分

事 例

名 称 面 積 指定容積率 緩和後容積率 備 考

日本橋問屋街地区、

人形町・浜町河岸地区、 計 374.6ha 500～800％ 全て住宅の場合 H5.7決定

新川・茅場町地区、 700～1000％ H11.11変更

京橋地区、築地地区

地区計画区域

壁面の位置の制限

例えば

指定用途地域 商業地域

４００％容積率

すべて住宅の
建築物

６００％容積率

すべて非住宅の
建築物

４００％容積率

住宅が６割、非住宅が
４割の建築物

５００％容積率
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②建築確認による住宅容積率緩和制度（平成１４年創設）

総合設計制度等における審査基準を定型化し、住宅プロジェクトに係る容積率制
限について、許可を経ずに、建築確認の手続きで迅速に緩和できる制度を導入。

【改正の効果】

容積率制限において、特定行政庁の許可の手続きを経ずに、事前確定性のある迅速
な緩和が可能。

【制度の内容】

一定の敷地面積、空地等を有する住宅系建築物について、住宅の割合に応じ指定容
積率の１．５倍を限度として、容積率制限を緩和。

※ 対象地域及び緩和の限度について、特定行政庁が都市計画審議会の議を経て、限定するこ

とが可能。

 

容積率の緩和 
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④都市再生特別地区（平成１４年創設）

実績：２地区（平成１５年３月３１日現在）

都市再生緊急整備地域内において、既存の用途地域等に基づく用途、容
積率等の規制を適用除外とした上で、自由度の高い計画を定めることがで
きる都市計画制度

１．対象
都市再生緊急整備地域内で、都市の再生に貢献し、

土地の合理的かつ健全な高度利用を図る必要がある区域

２．決定方法：都道府県が都市計画の手続を経て決定
提案制度により都市開発事業者による
提案が可能

３．計画事項
以下の事項を従前の用途地域等に基づく規制にとらわれずに定め

ることができる。
○誘導すべき用途（用途規制の特例が必要な場合のみ）
○容積率の最高限度（４００％以上）及び最低限度
○建ぺい率の最高限度
○建築面積の最低限度
○高さの最高限度
○壁面の位置の制限

これにより、以下の用途地域等による規制を適用除外。
・用途地域及び特別用途地域による用途制限
・用途地域による容積率制限
・斜線制限
・高度地区による高さ制限
・日影規制

事 例

指定 緩和後
名称 面積 用途地域 備考容積率 容積率

心斎橋筋一丁目地区 そごう心斎橋店0.5 ha 商業 1000% 1300%
（大阪市中央区） H14. 2. 7決定

名駅四丁目地区 豊田・毎日ビル
1.8 ha 商業 1000% 1420%（名古屋市中村区） H14. 2.14決定
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　　　・関係行政機関
　　　　等との調整
　　　・都市計画の案
　　　　の公告・縦覧
　　　・都市計画審議会

　　　
　　　　
　　　・都市計画の案
　　　　の公衆縦覧
　　　

　　・説明会・公聴会

　　・関係行政機関等との調整

　　・都市計画の案の作成

　　・都市計画の案の公告・縦覧

　　・都市計画審議会

　　・事業計画等の審査

　　・事業計画等の公衆縦覧

都市再生特別措置法による都市計画手続き等の短縮効果（都市再生特別地区等）

従　　　来 都市再生特別措置法

地方公共団体と事業者

による事前の調整

民間事業者による提案及び市街地

再開発事業等に係る認可等の申請

都市計画の素案の作成

都市計画の決定・告示

市街地再開発事業等に

係る認可等の申請

事業計画等の認可・公告

約2年8ヶ月

土地所有者等の

2/3の同意による

都市計画素案作成

都市再生

特別地区

都市計画の案の作成 事業計画等の審査

都市計画の決定・告示 事業計画等の認可・公告

手続きに要する
期間の短縮

約6ヶ月

都市計画決定・事業認可
手続き期間の短縮

都市計画決定の手続き

事業認可等の手続き

地権者調整期間の
短縮を期待

約６ヶ月

約2年

約８ヶ月

６


